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路面性状調査車の開発などにより，高速道路においては膨大な量の路面性状データが蓄積されつつある．これ

らの膨大な量の路面性状データは毎年の補修実施区間の選定だけでなく，統計的劣化予測により道路舗装の供用

性曲線を算出するなど道路舗装の維持管理に役立てられてきた．本研究では，蓄積された膨大な路面性状データ

を用いた統計的劣化予測に加えて，補修データ等の費用データとの関連付けを行い，数十年の管理年数を想定

した中長期的な維持管理施策の検討を行う． 具体的には 1）目視点検データを用いた統計的劣化予測モデルで
ある混合マルコフ劣化ハザードモデルを適用し，個々の路線ごとに劣化速度を評価する．2）上記の劣化予測結
果を用いたモンテカルロシミュレーションにより，リスクおよびライフサイクル費用（以下，LCC）を算出し，
維持管理施策の評価を行う．3）浸透型補修材を用いた予防保全型戦略により LCC，リスクの低減を検討する．
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1. はじめに

近年，社会基盤施設の急速な劣化が問題視され，そ

れらの維持管理をより経済的に実施するための検討に

注目が集まっている．データ提供者である国内の高速

道路管理会社においては，路面性状調査車の導入を契

機に，膨大な量の路面性状データが蓄積されつつある．

路面性状調査車によるデータの獲得は管轄域内の全路

線を対象とし，定期的かつ網羅的に実施されている．同

社ではこれらのデータをもとに，毎年実施されている

補修工事の対象区間を選定，補修工事を実施している．

それに加え，近年社会基盤施設の統計的劣化予測手法

が急速に発達していることから，路面性状データを用

いた，維持管理施策の検討が多くなされている．例え

ば，混合マルコフ劣化ハザードモデルを用いた路線別

のベンチマーク分析が提案されており，全路線を代表

するマクロな劣化傾向の分析にとどまらず，個々の路

線レベルのミクロな分析を行うことで，重点管理路線

を抽出することが可能となっている．これにより，路線

単位の補修優先順位を決定するなど，高速道路舗装の

維持管理に関する意思決定の支援を行い，維持管理施

策の効率化に貢献している．しかしながら，上記の評

価手法では LCCをはじめとする経済的な評価がなされ

ておらず，さらに補修戦略などの維持管理を取り巻く

体制（以下，維持管理体制）の変化が，道路舗装の管理

状態に及ぼす影響を定量的に評価するには至っていな

い．高速道路管理者は安全で快適な道路サービスを提

供することはもちろん，緊縮財政への移行や老朽化の

進展といった社会的背景から，限られた予算内で道路

舗装の状態を最良に保つことが求められている．この

ことから，維持管理施策の検討を行う際には，LCCと

道路舗装の管理状態の間のトレードオフ関係を定量的

に評価し経済性，安全性の両面を考慮した維持管理施

策を検討すべきである．さらに，数十年の管理期間を

見据えた場合には，上記のような現状の維持管理体制

を前提とした短期的な意思決定の支援だけでは不十分

である．舗装材料，補修戦略，人員配置など中長期的

に想定される維持管理体制の変化を考慮したあらゆる

パターンを検討，分析した上で，意思決定に対する支

援を実施することが必要である．以上の問題意識から

本研究では，蓄積された膨大な路面性状データを用い

た統計的劣化予測手法により，個々の路線単位のミク

ロレベルかつ精緻な劣化予測を行う．さらにこの劣化

予測結果を用いて，中長期的な管理年数を想定したモ

ンテカルロシミュレーションを実施し，維持管理施策

の LCC，リスク評価を行う．具体的には，複数回の調

査によって獲得された路面性状データを用いて，混合

マルコフ劣化ハザードモデルを推定しひび割れ率，IRI

の両指標に関して劣化予測を行い路線単位の劣化速度

を精緻に評価する．さらに，これらの路線単位のひび
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割れ率，IRIの劣化予測結果から得られるマルコフ推移

確率に基づくシミュレーションにより，想定されうる

様々な維持管理体制下における道路舗装の供用サイク

ルを表現する．これにより，道路舗装の維持管理にお

いて発生する補修費用を積算し LCC評価を行う．ここ

で，特に初期段階の劣化に対して応急処置を施し，延

命を図る予防保全工法に着目し LCC，リスクの低減を

検討する．以下，2.では，既往研究と本研究の位置づ

けを述べる．3.では目視点検データを用いた劣化予測

手法の概要を説明する．4.ではシミュレーションによ

る維持管理施策の評価手法について述べる．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 統計的劣化予測の変遷と道路舗装データへの適用

従来から，道路舗装の劣化過程に関しては，数多く

の研究が蓄積されている．例えば，阿部等1)は舗装の供

用年数と，わだち掘れ深さに関する統計的関係を分析

している．また清野等2)は舗装の供用性曲線としてロジ

スティック曲線を採用し，観測データを用いて舗装劣化

予測モデルを推定している．しかしながら，これらの先

行研究は，舗装の劣化過程を確定的な供用性曲線で表

現しており，舗装の劣化過程に介在する不確実性を考

慮できていない．一方で，不確実性を考慮した劣化予測

モデルとして，マルコフ推移確率モデルが提案されて

いる．舗装に関して，マルコフ推移確率モデルを適用し

た初期の研究事例としては，アスファルト舗装の寿命

期間内における状態遷移に適用して，舗装の信頼性を

論じたのものがある3),4)．国内では，武山等5)が舗装の

供用性指標である PSIを用いて，交通供用に伴う舗装

損傷の推移を算出したのが端緒である．さらにその後，

ハザードモデルを用いた劣化予測モデルに関する研究

が進展した．道路舗装への適用例としては，Shin and

Madanat6)によるひび割れ開始時刻を予測するための

ワイブル劣化ハザードモデルがあげられる．また同時

に，マルコフ推移確率の推定にもハザード解析手法が

導入され，飛躍的に発展した7),8)．中でも，Mishalani

and Madanat9)は，2つの隣接する健全度のみを対象と

してマルコフ推移確率を指数ハザードモデルを用いて，

表現する方法を提案した．これとは独立に，津田等10)

は，2つ以上の任意の健全度間における推移状態を表現

する多段階指数ハザードモデル（マルコフ劣化ハザー

ドモデル）を開発し，マルコフ推移確率を推定する一

般的な方法論が確立した．マルコフ劣化ハザードモデ

ルでは，劣化の速度を定義するハザード率に，構造特

性，使用・環境条件の相違を説明変数として内包する

ことが可能である．したがって，種々の条件の相違が

劣化過程に及ぼす影響を定量的に評価することが可能

となった．マルコフ劣化ハザードモデルを舗装データ

に適用した事例も数多く存在する11),12)．しかし，考慮

することが可能な説明変数は，施設の平均的な劣化特

性の差異を表現するような要因に限られ，膨大な数の

社会基盤施設それぞれに固有な劣化条件の異質性を説

明変数を用いて記述することには限界があった．例え

ば，社会基盤施設の劣化過程は，同一の構造・材料特

性，かつ供用条件の下であっても，施設が置かれてい

る環境や，施工時の品質などにより，多様に異なるこ

とが一般的である．社会基盤施設の劣化過程の異質性

を説明変数のみで表現しようとすれば，必然的に説明

変数の数が増加し，個々の説明変数の説明力が低下す

るだけでなく，モデル推定の効率性が著しく低下する．

また，劣化過程の異質性の中には観測不可能な要因に

支配されるものもある．したがって，劣化過程の異質性

を説明変数のみを用いて表現する方法には限界があり，

社会基盤施設個々を対象としたミクロレベルの意思決

定に対する弊害となっていた．小濱等13)は，ハザード

率の異質性を確率分布で表現した混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルを定式化した．混合マルコフ劣化ハザー

ドモデルの開発により，設定したグループごとの相対

評価が可能となったために，ミクロレベルでの意思決

定を強力に支援するツールとなった．混合マルコフ劣

化ハザードモデルに関しても，舗装データに対して適

用した研究が蓄積されている14),15)．中でも宮﨑等16)

は管理対象の道路網レベルといったマクロな視点に加

えて，個別道路区間レベルといったミクロな視点から

現場管理者の意思決定を支援可能な路面評価手法を構

築している．これにより，各路線別の供用性曲線を算

出し，重点管理路線を抽出するとともに，舗装材料ご

とに最適な評価指標を提案している．

　さらに近年，調査データおよびそれらの記録の不備，

実務的ニーズの高度化等により，マルコフ劣化ハザー

ドモデルは適宜改善され，極めて高度化している．予

防補修により測定データが欠損することにより発生す

る欠損バイアスを補正する方法17)，異なる劣化パター

ン間の推移過程を表現する階層型指数劣化ハザードモ

デル18)，健全度に測定誤差が存在する場合を対象とし

て，測定誤差の背後に隠れているマルコフ推移確率を

推定する隠れマルコフ劣化モデル19)，異なる損傷間の

競争関係をモデル化する競合型マルコフ劣化ハザード

モデル20)等が開発され，いずれも舗装データに対して

適用されている．さらに，多層構造を有するという舗

装の特性に着目し，路面健全度と耐荷力の低下過程で

構成される複合的劣化過程を表現した階層的隠れマル

コフ劣化モデル21)，ポットホールのように比較的発生

頻度が高い局所的損傷過程と，相対的に変化の遅い舗

装全体の劣化過程で構成される複合的な劣化過程を表
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現したポアソン隠れマルコフモデル22)等が開発された．

これら高度な劣化予測モデルの適用事例の多くが，道

路舗装である背景には，路面性状調査を中心としたビッ

グデータ獲得の寄与が極めて大きい．

(2) ライフサイクル費用の評価手法

高速道路舗装の保全計画では，舗装区間の劣化過程

を定量的に評価するだけでなく，費用データもあわせ

た経済的な分析を行うことが必要である．不確実性を

考慮した統計的劣化予測モデルであるマルコフ劣化ハ

ザードモデルはマルコフ決定モデル23)へと拡張するこ

とにより LCC評価が可能である．健全度を離散的な状

態変数で記述するマルコフ決定モデルは，劣化過程の

記述が簡単であり，数多くの実用モデル24)−25)が提案

されている．伝統的なマルコフ決定モデルは，システ

ムの劣化過程を表現するマルコフ推移確率が，初期時

点からの経過時間に依存しないような斉次マルコフ劣

化モデルで表現され，定常的な最適点検・更新施策を求

めることを目的としている．このようなマルコフ決定

モデルに関する研究は，ハザードモデルを用いて劣化

過程を表現する方法26),27)が開発されたことにより，モ

デルの推定精度が向上し，実用化が急速に進められた．

例えば，青木等は照明ランプで構成されるシステムを

対象として，システム全体の点検・補修タイミングに関

する補修施策を求める方法論を提案している28),29)．さ

らに，津田等30)は橋梁部材の劣化過程を表すマルコフ

推移確率行列を多段階指数ハザードモデル（マルコフ

劣化ハザードモデル）を用いて推定する方法を提案し，

貝戸等31)は平均費用を最小にするような橋梁補修施策

を求めるマルコフ決定モデルを提案している．

　本研究では膨大な路面性状データを用いた劣化予測

結果から，マルコフ決定モデルへと拡張を図ることで

舗装区間の劣化過程を記述する．ここで近年，舗装表層

部に用いられる混合物が従来の密粒度アスファルト混

合物から，排水性を有するポーラスアスファルト混合

物へと移行が進んでいることに着目する．このような

舗装材料の変化により，舗装の主な劣化要因が従来の

主な損傷形態であった広範囲にわたるひび割れやわだ

ち掘れから，ポットホールや局部流動といった局所的損

傷へと推移している．現在，密粒度アスファルト混合物

が用いられている舗装区間に関しても，今後切削オー

バーレイ等の事後的な補修が行われる際には，ポーラ

スアスファルト混合物への更新が予定されており，道

路舗装の劣化過程や採用される補修工法がある時点で

大きく変化することが想定される．また，対象とした

高速道路管理会社においてはひび割れ率，IRIの 2つ

の劣化指標をもとに補修の意思決定を行っている．こ

れにより，各劣化指標がそれぞれの補修目標値を有す

る一方で，両指標が同時に補修目標値に達しない限り，

一方の劣化指標では補修目標値に達する前に補修が実

施されるといった，劣化指標間の相互関係が存在する．

以上のような道路舗装の劣化過程の変化や，相互作用

を有する 2つの劣化指標に基づく補修の意思決定を表

現することを目的として，本研究ではモンテカルロシ

ミュレーションにより個々の舗装区間の状態推移を表

現する．詳細に関しては後に 4.にて述べることとする．

(3) 予防保全型戦略

今回対象とした高速道路管理会社では，ひび割れ率，

IRIといった劣化指標に対してそれぞれ補修目標値を設

定しており，いずれかの劣化指標が補修目標値に達した

時点で切削オーバーレイ等の事後的な補修を行い，舗

装区間を最も健全な状態まで回復させるという事後的

な補修戦略（以下，事後保全戦略）が主に採用されて

いる．しかし近年，道路舗装の急速な劣化の進展や予

算の縮減により，LCCを最小とする維持管理施策の検

討が活発化している．その中で，初期段階の劣化に対

して応急処置を行い延命を図る補修戦略（以下，予防

保全型戦略）が注目されている．例えば，同社におい

て採用されている予防保全工法に浸透型補修材がある．

浸透型補修材は高機能舗装における発生初期のひび割

れ率を対象とした工法であり，アスファルト舗装に発

生するひび割れや空隙に、流動性の高い浸透性のシー

ル材を塗布、浸透させひび割れの補修と骨材のバイン

ダー効果を高める働きがある．また，基層に発生した亀

裂等に対して、基層表面に遮水層を形成して舗装の損

傷抑制により延命化を図る効果も期待される．補修単

価が切削オーバーレイ等に比べて比較的安価であり施

工方法も簡易的であることから，今後さらなる積極的

な活用が期待されている．一方で，同工法は現場での

実用開始から十分な時間が経過しておらず，特にその

延命効果に関しては十分な知見が得られていない．そ

こで本研究では，同工法の延命効果を健全度の回復に

より表現し，予防保全型戦略および事後保全型戦略そ

れぞれに対して LCC，リスクの評価を行う．

3. 混合マルコフ劣化ハザードモデル

(1) モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0 を初期時点とする離散的時間軸

t = 0, 1, 2, · · · を考え，離散的時間軸上の点を時点と
呼び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に

基準化する．道路舗装の健全度を I 個の健全度 i (i =

1, · · · , I)で表現する．iの値が大きくなるほど，劣化が
進展している．時点 tにおける路面の健全度を状態変

数 h(t) = i (i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)を用いて表現す
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る．路面の劣化過程がマルコフ連鎖に従うと仮定し，離

散時間軸上の単位時間間隔における健全度間の推移確

率をマルコフ推移確率を用いて表現する．推移確率は，

時点 tにおける健全度 h(t) = iを与件とし，次の時点

t+ 1における健全度 h(t+ 1) = j(j ≥ i)が生起する条

件付確率

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (1)

を用いて定義される．このような推移確率をすべての

健全度ペア (i, j)に対して定義することにより，マルコ

フ推移確率行列

π =


π11 · · · π1I
...

. . .
...

0 · · · πII

 (2)

を定義することができる．マルコフ推移確率 (1)は所与

の 2つの時点 t，t + 1の間において生じる健全度間の

推移確率を示したものであり，当然のことながら，対象

とする測定間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補

修がない限り常に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)

が成立する．また，推移確率の定義より
∑I

j=i πij = 1

が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して，

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j の時)∑I

j=i πij = 1

 (3)

が成立しなければならない．状態 I は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，πII = 1が成

立すると考える．なお，マルコフ推移確率は過去の劣

化履歴には依存しない．マルコフ推移確率モデルでは，

健全度が i− 1から iに推移した時点にかかわらず，時

点 tから時点 t+ 1の間に推移する確率は時点 tにおけ

る健全度のみに依存するという性質（マルコフ性）を

満足する．マルコフ推移確率を用いれば，前回の観測

時点 tから，r期経過した時点 t+ rに至る期間の間に

生起する劣化過程を推移確率行列

π(r) = {π}r (4)

を用いて表現できる．また，r期推移確率行列 π(r)の

各要素を πij(r) (i, j = 1, · · · , I)と表す．

(2) 混合マルコフ劣化ハザードモデル

路面の劣化速度の相対評価にあたっては，小濱らが

提案した混合マルコフ劣化ハザードモデル13)を用いる．

その詳細に関しては参考文献に譲るが，ここでは読者の

便宜を図るために，同モデルについて簡単に紹介してお

く．本研究では路面性状測定車による測定結果に基づい

て健全度評価されたデータを用いて，路線と管理事務所

の組み合わせごとの劣化速度を相対評価する．路線と管

理事務所の組み合わせの総数をKと設定し，そのうちの

任意の路線と管理事務所の組み合わせ k (k = 1, · · · ,K)

に着目する（以下，単に路線 kと記述）．

いま，路線 k (k = 1, · · · ,K)に固有なハザード率の

変動特性を表す異質性パラメータ εk を導入する．この

とき，路線 kの健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)における混

合ハザード率を，

λki = λ̃ki ε
k (5)

(i = 1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)

と定義する．ここに，λ̃ki は路線 kの健全度 iにおける

平均的なハザード率（以下，基準ハザード率と呼ぶ）で

ある．異質性パラメータ εk は，基準ハザード率 λ̃ki か

らの乖離の程度（路線 k の異質性）を表す確率変数で

あり，εk ≥ 0が成立すると仮定する．異質性パラメー

タ εk > 1であり，かつ εkの値が大きくなるほど，路線

k の劣化速度が基準ハザード率に対して速いことを表

す．式 (5)において，対象とする路線が同一であれば，

健全度が変化したとしても，すべてのハザード率に同

一の異質性パラメータ εkが含まれることに留意された

い．これにより，ある健全度において劣化速度が大き

い場合，他の健全度の劣化速度も相対的に速くなるこ

とを表す．いま，異質性パラメータ εk が，ガンマ分布

f(εk : α, γ)

f(εk : α, γ) =
1

γαΓ(α)

(
εk
)α−1

exp

(
−ε

k

γ

)
(6)

から抽出された確率標本であると考える．ガンマ分布

f(εk : α, γ)の平均は αγ で，分散は αγ2 である．

ここで，路線 k (k = 1, · · · ,K)の異質性パラメータ

εk の値を ε̄k に固定する．このとき，路線 kの健全度 i

における寿命（健全度が iから i+ 1に到達するまでの

期間長）が yki 以上となる確率は，混合ハザード率 (5)

を用いて，

F̃i(y
k
i ) = exp(−λ̃ki ε̄kyki ) (7)

と書き換えることができる13)．さらに，路線 kの調査

時点 τkAにおいて健全度が iと判定され，次の調査時点

τkB = τkA + zk においても健全度が iと判定される確率

πk
ii(z

k : ε̄k)は，

πk
ii(z

k : ε̄k) = exp(−λ̃ki ε̄kzk) (8)

となる．また，調査時点 τkA と τkB の間で健全度が iか

ら j (> i)に推移するマルコフ推移確率 πk
ij(z

k : ε̄k)は，

πk
ij(z

k : ε̄k) =

j∑
s=i

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
exp(−λ̃ks ε̄kzk)

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
) exp(−λ̃ks ε̄kzk) (9)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I; k = 1, · · · ,K)
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と表せる13)．ただし，λ̃
k
= (λ̃k1 , · · · , λ̃kI−1)である．こ

こで，ψs
ij(λ̃

k
)は，

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
(10)

となり，基準ハザード率のみの関数で表される．また，

πk
iI(z

k : ε̄k)に関しては，

πk
iI(z

k : ε̄k) = 1−
I−1∑
j=i

πk
ij(z

k : ε̄k) (11)

と表すことができる．

つぎに，パラメータ εk がガンマ分布 (6)に従って分

布する場合を考える．記述の簡便化のために，上付き

添え字 kを省略する．まず，健全度 iの寿命が yi 以上

となる確率は，生存関数 (7)を用いて，

π̃ii(z) =

∫ ∞

0

πii(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp

{(
−λ̃iz −

1

γ

)
ε

}
εα−1dε

(i = 1, · · · , I − 1) (12)

と表すことができる．ここで，ui = (λ̃iz+
1
γ )εと置き，

確率密度関数の変数変換を行えば，

π̃ii(z) =
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp(−ui)

(
ui

λ̃iz +
1
γ

)α−1

1

λ̃iz +
1
γ

dui

=
1

(λ̃iγz + 1)α
(13)

を得る．マルコフ推移確率 π̃ii(z)は，ハザード率の確

率分布を考慮した調査間隔 z の平均的なマルコフ推移

確率（以下，基準マルコフ推移確率と呼ぶ）を表して

いる．さらに，調査間隔 zの下で健全度 iから jへ推移

する基準マルコフ推移確率は，

π̃ij(z) =

∫ ∞

0

πij(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)

(λ̃sγz + 1)α
(14)

と表せる．ガンマ分布 (6)の平均は µ = αγで，分散は

σ2 = αγ2である．いま，異質性パラメータ εがハザー

ド率の期待値が基準ハザード率 λ̃iに一致するように分

布していると考える．そこで，平均 1，分散 1/ϕのガ

ンマ分布

f̄(ε : ϕ) =
ϕϕ

Γ(ϕ)
εϕ−1 exp(−ϕε) (15)

を仮定すると，基準マルコフ推移確率は，

π̃ii(z) =
ϕϕ

(λ̃iz + ϕ)ϕ
(16a)

π̃ij(z) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)ϕ

ϕ

(λ̃sz + ϕ)ϕ
(16b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I)

と表される．

(3) 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定

ある路線に対して，2つの異なる時点において路面性

状調査が実施されたと考える．その上で，2つの異なる

時点における健全度情報に基づいて，混合マルコフ推

移確率を推定する問題を取り上げる．仮に，路線 k に

対して L+1回の調査が実施された場合，1つの路線か

ら L組のサンプルを獲得することができる．

いま，図–1に示すように，路線 k (k = 1, · · · ,K)に

関してL+1回の路面性状調査が実施され，L組のサン

プルが獲得された状況を想定する．l回目の路面性状調

査が実施された時点を τ̄k
l

A と表す．つぎに，時間 z̄k
l

が

経過した時点 τ̄k
l

B = τ̄k
l

A + z̄k
l

に，l+1度目の路面性状

調査が実施されたと考える．記号「・̄」は実測値である

ことを表す．すべての路線に対して路面性状調査が実施

されたと考えれば，それぞれのサンプルには，l回目と

l+1回目の調査間隔 z̄k
l

と，2回の調査を通して評価さ

れた健全度 h(τ̄k
l

A )，h(τ̄k
l

B )に関する情報が利用可能で

ある．ここで，評価された健全度に基づいて，ダミー変

数 δ̄k
l

ij (i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I; k = 1, · · · ,K; l =

1, · · · , L)を

δ̄k
l

ij =

{
1 h(τ̄k

l

A ) = i, h(τ̄k
l

B ) = j の時

0 それ以外の時
(17)

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを δ̄
kl

=

(δ̄k
l

11, · · · , δ̄k
l

I−1,I)，路面性状調査の劣化速度に影響を及

ぼす構造特性や環境条件を表す特性行ベクトルを x̄k =

(x̄k1 , · · · , x̄kM )と表す．ただし，x̄km (m = 1, · · · ,M)は

路線 k のサンプルに関する m 番目の説明変数の観測

値を表す．また，第 1番目の説明変数は定数項に該当

する変数であり，恒等的に xk1 = 1 である．路面性状

調査で得られる路線 k の調査サンプルが有する情報

を ξ̄
kl

= (δ̄
kl

, z̄k
l

, x̄kl

) と表す．また，調査データ全

体を Ξと表す．さらに，路線 kの劣化過程をハザード

率 λki (y
k
i ) = λ̃ki ε

k (i = 1, · · · , I − 1)を用いて表現する．

健全度 I はマルコフ連鎖の吸収状態であり，πk
II = 1が

成立するためにハザード率 λ̃kI は必然的に λ̃kI = 0とな

る．路線の劣化過程を特徴づける基準ハザード率 λ̃ki は

特性ベクトルに依存すると考え，基準ハザード率 λ̃ki を

特性ベクトル xk を用いて，

λ̃ki = exp(xkβ′
i) (18)

と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメー

タ βi,m (m = 1, · · · ,M)による行ベクトル，記号「′」

は転置操作を表す．また，xk1 = 1より，βi,1 は定数項

を表す．基準マルコフ推移確率は式 (16a),(16b)で示し

たように，各健全度における基準ハザード率 λ̃ki (i =
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図–1 路面性状調査と情報サンプル

1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)と異質性パラメータの確率

分布の分散パラメータ ϕを用いて表現できる．

基準マルコフ推移確率は，路線の特性ベクトル x̄kを

用いて式 (19)で表現できる．また，推移確率はデータが

観測された調査間隔 z̄k
l

に依存する．これらのことを明

示的に表すために基準マルコフ推移確率 π̃kl

ij を調査デー

タ (z̄k
l

, x̄k)と未知パラメータ θ = (β1, · · · ,βI−1, ϕ)の

関数として π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)と表す．いま，K 個の路線

の劣化現象が互いに独立であると仮定すれば，全調査

情報サンプルの劣化推移パターンの同時生起確率密度

を表す尤度関数は，

L(θ,Ξ) =
I−1∏
i=1

I∏
j=i

K∏
k=1

L∏
l=1

{
π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)
}δ̄k

l

ij

(19)

と定式化できる32)．ただし，θ = (β, ϕ)である．また，

π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)は，前回の調査時点に健全度が iであ

るという条件の下で，今回の健全度が j となる健全度

推移確率であり，

π̃kl

ii (z̄
kl

, x̄k : θ) =
ϕϕ

{exp(x̄kβ′
i)z̄

kl + ϕ}ϕ
(20a)

π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
)ϕϕ

{exp(x̄kβ′
s)z̄

kl + ϕ}ϕ
(20b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I;

k = 1, · · · ,K; l = 1, · · · , L)

と表される．ただし，

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i,̸=s

exp(x̄kβ′
m)

exp(x̄kβ′
m)− exp(x̄kβ′

s)
(21)

である．調査データ δ̄k
l

ij ,z̄
kl

,x̄k はすべて確定値であり，

対数尤度関数は未知パラメータ β, ϕの関数である．最

尤法では，この尤度関数 (19)を最大にするようなパラ

メータ値 θ̂ = (β̂, ϕ̂) を推定することになる．ここで，

尤度 (19)の対数尤度関数

lnL(θ,Ξ) =
I−1∑
i=1

I∑
j=i

K∑
k=1

L∑
l=1

δ̄k
l

ij ln π̃
kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)

(22)

を定義する．対数尤度関数 (22)を最大にするようなパ

ラメータ値 θの最尤推定量32),33)は

∂ lnL(θ,Ξ)

∂θi
= 0, (23)

(i = 1, · · · , (I − 1)M + 1)

を同時に満足するような θ̂ = (θ̂1, · · · , θ̂(I−1)M+1)とし

て与えられる．さらに，パラメータの共分散行列の漸

近的推定量32),33)Σ̂(θ̂)は，

Σ̂(θ̂) =

[
∂2 lnL(θ̂,Ξ)

∂θ∂θ′

]−1

(24)

と表すことができる．ただし，上式の右辺の逆行列は

∂2 lnL(θ,Ξ)/∂θi∂θj を要素とする 3× 3次の Fisher情

報行列32)の逆行列である．

(4) 異質性パラメータの推定

路線 kの調査サンプル ξk
l

に着目する．調査サンプル

kl の 1回目の路面性状調査による健全度を i(kl) (kl =

1, · · · , kL)，2回目の路面性状調査の結果を j(kl)と表す．

さらに，パラメータの最尤推定量 θ̂ = (β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂)

を与件とする．このとき，異質性パラメータがガンマ

分布 f̄(ε : ϕ̂)（式 (15)を参照）に従い，路線 kに属す

る kL個の調査サンプル ξk
l

が得られた場合，これら kL

個の調査サンプルが得られる異質性パラメータ εkに関

する同時生起確率密度関数（部分尤度）は，

ρk(εk : θ̂, ξk
l

) =
{
πkl

i(kl)j(kl)(z̄
kl

, x̄kl

:

β̂, εk)
}δ̄kl

i(kl)j(kl) f̄(εk, ϕ̂)

∝
kL∏

kl=1

{ j(kl)∑
m=i(kl)

ψm
i(kl)j(kl)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃k
l

m(θ̂)εkz̄k
l

)
}δ̄k

l

i(kl)j(kl)
(εk)ϕ̂−1 exp(−ϕ̂εk)

(25)

と表される．ただし，記号 ∝は比例関係にあることを
意味する．また，λ̃

k
(θ̂) = (λ̃k1(θ̂), · · · , λ̃kI−1(θ̂))であり，

基準ハザード率ベクトルである．ここでは，基準ハザー

ド率 λ̃ki が，パラメータ θ̂に依存していることを明示的

に表現するために λ̃ki (θ̂)と表している．式 (25)の両辺

の対数をとることにより，部分対数尤度は，

ln ρk(εk : θ̂, ξk)

∝
L∑

l=1

δ̄k
l

i(kl)j(kl) ln
{ j(kl)∑

m=i(kl)

ψm
i(kl)j(kl)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃km(θ̂)εkz̄k
l

)
}
+ (ϕ̂− 1) ln εk − ϕ̂εk
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(26)

と表せる．したがって，異質性パラメータ εk (k =

1, · · · ,K)の条件付き最尤推定量は，条件付対数尤度最

大化問題

max
εk

{
ln ρk(εk : θ̂, ξk)

}
(27)

の最適解 ε̂k として求めることができる．以上の方法で

求めた異質性パラメータの条件付最尤推定量は，パラ

メータ θ̂ = (β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂)を与件として求めた条件

付最尤推定量である．このことを明示的に表現するため

に，問題 (27)の解を，ε̂k(θ̂) (k = 1, · · · ,K)と表す．さ

らに，以上で求めた異質性パラメータ ε̂k(θ̂)とパラメー

タ θの最尤推定量 θ̂を用いて定義された基準ハザード率

λ̃ki を λ̃ki (θ̂)と表す．このとき，路線 k (k = 1, · · · ,K)

のハザード率は，

λ̂ki (θ̂) = ε̂k(θ̂)
ˆ̃
λ
k

i (θ̂) (28)

と表すことができる．式中の記号ˆは，推定量であるこ

とを示す．以下，λ̂ki (θ̂)を個別ハザード率と呼ぶ．また，

表記の簡便化のために式 (28)を

λ̂ki = ε̂k
ˆ̃
λ
k

i (29)

と表記する．

(5) 路面性状調査とベンチマーキング

混合マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，混合マ

ルコフ劣化ハザードモデルの未知パラメータの最尤推

定量 θ̂を獲得できたと考える．路線 kの説明変数 x̄kと

健全度 iのハザード率のパラメータ最尤推定量 β̂iを用

いれば，当該路線の健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)に対す

る平均的劣化速度を表す標準ハザード率は，

λ̃ki = exp(x̄kβ̂
′
i) (30)

と定義できる．式 (30)は，混合マルコフ劣化ハザード

モデルにおいて，異質性パラメータを ε = 1とした場

合に他ならない．このように異質性パラメータの値を

1に設定することにより，路線の平均的な劣化過程を表

現できる．さらに，標準ハザード率 λ̃ki を用いれば，当

該路線における各健全度の期待寿命 (次段階の健全度に

推移するまでの時間) ET k
i は，式 (7)を用いて，

ET k
i =

∫ ∞

0

dF̃i(y
k
i ) =

1

λ̃ki
(31)

と表される．また，路線 k が供用開始時点（あるいは

補修実施時点）から，任意の健全度 i (i = 2, · · · , I)に
進展するまでに要する平均的時間 E[T ](i)は，

E[T ](i) =
i∑

j=1

1

λ̃kj
(32)

と定義できる．特に，i = I の場合を期待寿命と呼ぶ．

4. 維持管理施策の評価

(1) 劣化・補修過程のモデル化

道路舗装の劣化過程を前述した混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルから算出された基準マルコフ推移確率（以

下，単にマルコフ推移確率）を用いて表現する．劣化

による健全度の推移確率行列を

Π =



π11 π12 · · · · · · π1I

0 π22 · · · · · · π2I
...

...
. . .

...
...

...
. . .

...

0 0 · · · · · · πII


(33)

と定義する．推移確率行列Πの (i, j)要素である πij は

推移確率であり，非負の値をとる．推移確率の定義に

より，ΣI
j=1πij = 1が成立する．健全度 I は最も劣化

が進展した状態を表し，補修がない限りマルコフ連鎖

における吸収状態となり πII = 1が成立する．道路管

理者は舗装区間の健全度に応じた補修工法を選択する．

採用すべき補修工法を指定するルールを「補修アクショ

ン」と呼ぶ．いま，補修戦略 e ∈ Eを各健全度 iに対し

て，その時点で実施する補修アクションを指定する一

連のルールとして定義しよう．ただし，E は補修戦略

の集合である．補修戦略 eを構成する補修アクション

ηe(i) ∈ Θ(i)は，健全度 iに対して補修を実施し，健全

度が ηe(i)に推移することを意味する．また，集合Θ(i)

は健全度が iの場合に利用可能な補修工法の集合を表

している．健全度 i(i = 1, · · · , I)のそれぞれに対して
採用されるべき補修アクションの内容を指定した補修

アクションベクトル ηe を

η e = (ηe(1), · · · , ηe(I)) (34)

と表そう．補修アクション集合Θ(i)の中には「補修を

しない」というアクションも含まれており，健全度 iの

時に補修をしないというアクションが選択される場合

には ηe(i) = iと表される．健全度が最大の I に到達し

た場合，その舗装区間は必ず路面切削等の事後的補修

がなされる．よって ηe(I) = 1が成立すると仮定する．

次に，補修戦略 e ∈ Eを構成する補修アクション ηe(i)

により生じる舗装区間の健全度の変化を

qeij =

{
1 ηe(i) = j のとき

0 それ以外のとき
(35)

(i, j = 1, · · · , I)

と定義する．つまり，補修が実施された後の健全度に

確率 1で推移し，補修が実施されない場合は，もとの

健全度に確率 1でとどまることを示している．以上の
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推移確率をQe として整理することにより，

Qe =



qe11 qe12 · · · · · · qe1I
qe21 qe22 · · · · · · qe2I
...

...
. . .

...
...

...
. . .

...

qeI1 qeI2 · · · · · · qeII


(36)

となる．この時点において健全度が I の場合，当該舗

装区間は直ちに補修されることが考えられるため

qeI1 = 1, qeIj = 0 (37)

(j = 2, · · · , I − 1)

が成立する．ここで，補修戦略 eにおける管理路線全体

の時点 tの健全度分布を相対頻度 Φe
i (t)を用いて表す．

ここでさらに相対頻度ベクトル

Φe(t) = {Φe
1(t), · · · ,Φe

I(t)} (38)

を用いて表すと，任意時点 T の健全度分布 Φe(T )は

Φe(T ) = Φe(0){ΠQe}T (39)

と定式化できる．補修アクション ηeを実施する場合に

必要となる補修費用を費用ベクトル ζe = (ζe1 , · · · ζeI )に
より表そう．費用 ζei は健全度が iのときに補修アクショ

ン ηe(i)を採用する場合に必要となる補修費用を意味す

る．補修戦略 eにおける時点 T までの LCCは

LCCe =

T∑
t=0

1

(1 + ι)
Φe(t)ΠQeζe (40)

と表現される．ここで ιは社会的割引率を表す．LCC

の算出にあたっては上記のように将来時点における費

用を割り引く割引現在価値法のほか，対象施設を半永

久的に維持すべき資産と位置付け，LCCを毎年等価な

年平均費用の流列と評価する平均費用法31)などの解析

的な手法を用いることが一般的である．しかしながら，

上記の理論では劣化，補修による推移確率行列Πおよ

びQが常に一定である必要がある．本研究では，補修

の意思決定に用いられる劣化指標がひび割れ率，IRIと

2種類想定され，一方の劣化指標に対する補修アクショ

ンが他方の劣化指標の状態に依存していることから，補

修による推移確率行列を一意に定めることができない．

また切削オーバーレイ等の事後的な補修工法に関して

は，補修による健全度の推移が両指標に共通して表れ

るなど，補修過程に劣化指標間の相互作用を考慮する

必要が生じモデルが煩雑化する．さらに，舗装材料の

違いにより劣化の過程，採用される補修工法が大きく

異なることから，劣化による推移確率行列は舗装材料

に応じて別々に算出する．よって，近年の高機能舗装

化を考慮した LCC評価を行う場合，劣化による推移確

率行列が変化するため，上記の解析的な LCC評価手法

を用いることは困難である．そこで，本研究ではマル

コフ推移確率に基づくモンテカルロシミュレーション

により LCC評価を行う．

(2) シミュレーションモデル

対象とした高速道路管理会社においては補修の意思

決定を行う劣化指標としてひび割れ率，IRIの 2つの

指標を採用しているため，2 つの劣化指標を用いたシ

ミュレーションモデルを構築する．路面性状調査によ

り路面性状データが獲得された最新の年をシミュレー

ションの基準年 y0（以下，基準年）とし，基準年 y0を

始点 (y0 = 0)とする 1年間隔の離散時間軸 yを考える．

ここで，基準年 y0 より y(y = 1, · · · , Y )年後における

区間 d(d = 1 · · ·D)のひび割れ率，IRIの健全度をそれ

ぞれ cyd(c
y
d = 1, · · · , C)，ryd(r

y
d = 1, · · · , R)と表現する．

ただし，Dは管理総延長を路面性状調査の最小評価単

位である 1車線× 10m区間に分割した場合の総道路区

間数である．ひび割れ率，IRI はこの最小評価単位に

ついてそれぞれ定義され，補修についても同様の単位

で実施されるものとする．ここで，同社では各年度に

おいて，道路舗装の補修工事が実施されており，年間

を通じて舗装の管理状態が大きく変動すると考えられ

る．そこで，本研究では上記の違いを明確化するため，

補修工事は各年末に全区間一斉に実施されると仮定し，

y 年目の補修工事直前時点の最も劣化の進展した健全

度（以下，補修前健全度）を ĉyd，r̂
y
d，y 年目の補修工

事完了時点の健全度（以下，補修後健全度）を cyd，r
y
d

と定義し，差別化している．基準年 y0における両指標

の健全度は路面性状調査により得られた実測のデータ

であるが，それ以降の状態推移は式 (16b)で定義され

るマルコフ推移確率 π̃ij(z)により算出したサンプルパ

スで表現する．本研究では P 回サンプルパスを発生さ

せた期待値を用いてリスク評価，LCC評価を行う．実

際の舗装は経年とともに劣化し，その劣化状態はひび

割れ率，IRI等の劣化指標によって評価される．これら

の劣化指標にはそれぞれ補修目標値が設定されており，

この目標値に達した時点で路面切削等の補修が実施さ

れ，舗装の劣化水準は供用開始時点と同様まで回復す

る．維持管理の現場においては，この劣化と補修のサ

イクルが繰り返されており，LCCに関する分析を行う

上では，この舗装の供用サイクルを忠実に再現するこ

とが不可欠となる．そこで本研究では，混合マルコフ

劣化ハザードモデルにより算出された，マルコフ推移

確率により不確実性を含んだ舗装の劣化過程を表現す

る．マルコフ推移確率は混合マルコフ劣化ハザードモ

デルにおいて採用した説明変数および，異質性の算出

単位である路線ごとに異なる．よって，各 10m区間ご

とに異なるマルコフ推移確率が定義されると考えるこ

とができる．同社においては，路面性状調査や日常点

8



検などの点検データをもとに，毎年補修工事を実施し

ている．よって，y年目の補修前健全度 ĉyd，r̂
y
d に利用

可能な補修工法が存在する場合，補修により健全度が

更新され y + 1年目を迎える．また，ひび割れ率，IRI

に対する補修アクションベクトルをそれぞれ ηc，ηrと

すると，採用される補修アクションが路面切削等の事

後的な補修，すなわち補修アクション ηc(C)，ηr(R)で

ある場合，補修による効果はひび割れ率，IRI共通に現

れる．よって，補修アクションベクトルを用いると，y

年目の補修後健全度 cyd，r
y
d は以下のように表される．

cyd =

{
ηc(ĉyd) (r̂yd ̸= R)

1 (r̂yd = R)
(41)

ryd =

{
ηr(r̂yd) (ĉyd ̸= C)

1 (ĉyd = C)
(42)

y+1年目以降においても同様の過程により，健全度推

移を確定的に定め，舗装の供用サイクルを表現する．ま

た近年，舗装材料が高機能舗装から密粒度舗装へと変

更されるなど，舗装の劣化過程が供用中に変化するこ

とが考えられる．しかしながら上記のサンプルパス発

生法を用いれば，各道路区間に定義されるマルコフ推

移確率を逐次算出し直すことで，このような劣化過程

の変化に柔軟に対応することが可能である

(3) LCC，リスク評価

いま，ひび割れ率，IRI それぞれに対する補修アク

ション ηc(c)，ηr(r)を実施する場合に必要となる補修

費用を費用行列 Ωにより表そう．費用行列 Ωの c行，

r列成分を Ω(c, r)とすると，Ω(c, r)はひび割れ率健全

度が c，わだち掘れ健全度が rである舗装区間（1車線

× 10m）の補修に必要な補修費用を表している．ここ

で，あるサンプルパス pに関して，y年目に発生する総

道路区間Dに対する補修費用の総和は

Λp,y =

D∑
d=1

Ω(ĉyd, r̂
y
d) (43)

と表される．サンプルパス pにおいて，管理年数 Y の

期間中に発生する補修費用の年平均費用 LCCp は

LCCp =

∑Y
y=1 Λ

p,y

Y
(44)

と表される．さらに前述した通り，本研究ではサンプル

パス発生回数 P に対する期待値を算出し，LCC評価を

実施する．よって，サンプルパス発生回数 P，管理年数

Y を設定したシミュレーションから得られる LCCは

LCC =

∑P
p=1 LCC

p

P
(45)

また，リスク評価においては高速道路利用者の安全性

に関わるリスクを，管理総延長に対する補修が必要な

区間の延長割合として定義している．この時，サンプ

ルパス pの y年目におけるリスクは

Ξp,y =

∑D
d=1 δ

p,y
d

D
(46)

で定義される．ただし，δp,yd は y 年目に舗装区間 dに

おいて補修が必要か否かを表すダミー変数であり，以

下のように定義される．

δp,yd =

{
1 (ĉp,yd = C またはr̂p,yd = R)

0 (ĉp,yd ̸= C かつr̂p,yd ̸= R)
(47)

年平均費用同様，P 回のサンプルパスの期待値により

評価を行う．よって，サンプルパス発生回数P のシミュ

レーションにおける時点 yのリスクは

Ξy =

∑P
p=1 Ξ

p,y

P
(48)

で表され，維持管理施策の安全性の評価指標と考える．

5. おわりに

本研究では，膨大な路面性状データを用いた統計的

劣化予測および，シミュレーションを用いた高速道路

舗装の維持管理施策の LCC，リスク評価をおこなった．

講演会当日には実供用中の高速道路で獲得された路面

性状調査データへの適用を通じて，本研究の有効性を

検証した適用事例およびその考察を紹介する．
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EXAMINATION OF MEDIUM AND LONG TERM EXPRESSWAY

MANAGEMENT POLICY FOR IMPLEMENTATION

Yota YAMADA, Kengo OBAMA and Kiyoyuki KAITO
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